
● 京都市中京区西ノ京原町101番地に本社ならびに
工場を4月1日付で設立（資本金300万円、従業員
28名）。ファインセラミックスの専門メーカー「京都
セラミック株式会社」として創業（写真1）

● 東京に出張所を開設
● 滋賀工場（現：滋賀蒲生工場）を新設 （写真2）
● ㈳中小企業研究センターより優良中小企業として
第1回中小企業研究センター賞
（現：グッドカンパニー大賞）を受賞
● 米国カリフォルニア州に駐在員事務所を開設
● 鹿児島工場（現：鹿児島川内工場）を新設
●米駐在員事務所を改組、米国現地法人KYOCERA 
International, Inc.を設立

● ドイツにFeldmühle社と、合弁会社
（現：KYOCERA Fineceramics GmbH）を設立
● KYOCERA International, Inc.でファインセラミック部品の製造を開始
● 大阪証券取引所市場第2部、京都証券取引所に株式を上場
●「大規模集積回路用セラミック多層パッケージの開発」により第18回大河内記念生産
特賞を受賞 （写真3）

● 京都市山科区に新社屋を建設、本社を移転
● 東京証券取引所市場第2部に株式を上場
● 鹿児島国分工場を新設
● 東京証券取引所および大阪証券取引所市場第1部
に指定替え

●「電子回路用セラミック積層技術の開発」により、第16回科学技術庁長官賞を受賞
● KYOCERA International, Inc.の本社および工場を米国 サンディエゴに移転
● 米国でADR（米国預託証券）を発行
● 京セラ子女海外研修ツアーを開始
● 香港現地法人KYOCERA（Hong Kong）Ltd.
（現：KYOCERA Asia Pacific Pte, Ltd.）が営業開始
● 米国ノースカロライナ州にFeldmühle社と、合弁会社KYOCERA Feldmuehle, Inc.を設立
● サイバネット工業㈱に資本参加
● 総合研究所を鹿児島県国分市（現：霧島市）に開設
● 鹿児島エレクトロニクス㈱を設立

● ニューヨーク証券取引所に株式を上場、米国で2回目のADRを発行
● 滋賀八日市工場を新設
● 京セラ事務機㈱を設立
● サイバネット工業㈱など関連会社4社を10月1日付で合併し、
新社名を「京セラ株式会社」とする

● 京セラ事務機㈱と当社国内営業部門を統合し、京セラ電子機器㈱
（現：京セラコミュニケーションシステム㈱と合併）が発足
● 鹿児島エレクトロニクス㈱を合併し、鹿児島隼人工場とする
● ㈱ヤシカを合併
● ㈶稲盛財団設立を支援（現：公益財団法人稲盛財団）
● 東京都世田谷区に東京中央研究所（現：東京用賀事業所）を設立
● ウシオ電機㈱、セコム㈱、ソニー㈱、三菱商事㈱等24社と
第二電電企画㈱（第二電電㈱を経て、KDDI㈱）を設立 （写真4）

● 千葉県佐倉市にソーラーエネルギーセンターを新設
● ドイツにKYOCERA Electronics Europe GmbH（現：KYOCERA MITA
 Deutschland GmbH）を設立
● 東京用賀事業所内にLSIデザインセンターを
新設

● 米国にKYOCERA America, Inc.および
KYOCERA Electronics, Inc.を設立

● メキシコにKYOCERA Mexicana, S.A. de 
C.V.を設立

● ドイツに欧州地域の統括会社としてKYOCERA 
Europe GmbHを設立

● エルコグループが京セラグループに参加

● AVXグループが京セラグループに参加 （写真5）
● 米国にKYOCERA Industrial Ceramics 
Corporationを設立
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● KYOCERA Feldmuehle, Inc.を全額出資の関連会社とし、社名をKYOCERA
 Engineered Ceramics, Inc.（現：KYOCERA Industrial Ceramics
 Corporationと統合）とする

● 京セラ環境憲章を制定
● 米国ワシントン州にAdvanced Ceramics Technology Centerを設立
● 京セラ、任天堂等20社の出資により、㈱京都パープルサンガを設立
● 神奈川県横浜市に横浜R&Dセンターを設立し、東京中央研究所を移管
● 京都府相楽郡関西文化学術研究都市に中央研究所を設立
● 中国に東莞石龍京セラ光学有限公司を設立
● 京セラコミュニケーションシステム㈱を設立
● 鹿児島県隼人町（現：霧島市）にホテル京セラを開業
● 中国に上海京セラ電子有限公司を設立
● ㈱京セラソーラーコーポレーションを設立
● 京都市伏見区に太陽光発電システムなどを導入した環境配慮型の
新本社ビルを建設し、本社を移転

● 米国アリゾナ州にKYOCERA Solar, Inc.を設立

● 三田工業㈱が京セラミタ㈱に社名変更
● 米国カリフォルニア州にKYOCERA Wireless Corp. 
（現：KYOCERA Communications, Inc.）を設立
● 第二電電㈱、KDD㈱、日本移動通信㈱が合併し、
㈱ディーディーアイ（現：KDDI㈱）が発足 （写真6）

● TYCOM Corporation（現：KYOCERA
TYCOM Corporation）が京セラグループに
参加

● 2001年3月期京セラグループの売上高が
1兆円を突破

● プリンター事業を京セラミタ㈱に統合
● 東芝ケミカル㈱が京セラケミカル㈱に社名変更
● 中国に京セラ（天津）商貿有限公司を設立
● 中国に京セラ（天津）太陽エネルギー有限公司を設立
● 執行役員制導入
● キンセキ㈱（現：京セラキンセキ㈱）を完全子会社化
● 京セラSLCテクノロジー㈱を設立
● 米国にKYOCERA Electronic Devices, LLCを設立
● ㈱ホテルプリンセス京都（ホテル日航プリンセス京都）が京セラグループ入り
● 京セラの有機材料部品事業を京セラSLCテクノロジー㈱に統合
● KYOCERA Solar, Inc.がメキシコ工場を設立
● 日本メディカルマテリアル㈱を設立
● 丸善システムインテグレーション㈱に資本参加し、
京セラ丸善システムインテグレーション㈱に社名変更

● チェコにKYOCERA Solar Europe s.r.o.を設立
● 京セラの国内太陽光発電システム販売事業を㈱京セラソーラーコーポレーションに統合
● KYOCERA Solar Europe s.r.o.のチェコ工場が操業開始
● 日本アイ・ビー・エム㈱が所有する野洲事業所（滋賀県野洲市）の土地、建物、
およびその他資産を取得

● 韓国に京セラ韓国㈱を設立
● KCCSマネジメントコンサルティング㈱を設立
● 中国に上海京セラ商貿有限公司を設立
● ヘルツ㈱が京セラキンセキヘルツ㈱へ社名変更
● 中国に京セラ企業管理諮詢（上海）有限公司を設立
● KDDI㈱、インテルコーポレーション、東日本旅客鉄道㈱、㈱大和証券グループ本社、
㈱三菱東京UFJ銀行とともにワイヤレスブロードバンド企画㈱
（現：UQコミュニケーションズ㈱）へ出資
● 三洋電機㈱の携帯電話事業等を承継・統合
米国カリフォルニア州にKYOCERA SANYO Telecom, Inc.
（現：KYOCERA Communications Inc.）を設立
マレーシアにKYOCERA Telecom Equipment （Malaysia） Sdn. Bhd.を設立

● TA Triumph-Adler AG が京セラグループに参加
● 米国KYOCERA Wireless Corp. の営業、マーケティング、サービスの
各部門とKYOCERA SANYO Telecom, Inc. を統合し、
新たにKYOCERA Communications, Inc. とする

● インドにKYOCERA Asia Pacific （India） Pvt. Ltd. を設立

● 滋賀野洲事業所（現：滋賀野洲工場）内に、
太陽電池セルの工場を竣工 （写真7）

● ソニーモバイルディスプレイ㈱野洲事業所の
TFT液晶ディスプレイ事業を承継

● KCCSモバイルエンジニアリング㈱を設立
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環境情報については、独立した第三者機関による審査を受け、右記マークが付与されました。
これは本報告書に記載された環境情報の信頼性に関して、一般社団法人サステナビリティ情報審査協会（J-SUS）の定める「環境報告
審査・登録マーク付与基準」を満たしていることを示します。


